
市市のの職職員員のの給給与与はは、、給給与与勧勧告告をを参参考考ににししななががらら、、国国・・県県・・近近隣隣市市のの
給給与与ななどどをを考考慮慮ししてて、、市市長長がが給給与与条条例例のの改改正正をを市市議議会会にに提提案案しし、、市市
議議会会のの審審議議をを経経てて決決定定さされれてていいまますす。。人人事事院院やや県県人人事事委委員員会会でではは、、
毎毎年年、、民民間間事事業業所所のの給給与与ななどどのの実実態態やや生生計計費費、、物物価価ななどどをを調調査査ししてて
いいまますすがが、、給給与与勧勧告告ととはは、、そそれれららのの調調査査にに基基づづいいてて国国家家公公務務員員、、県県
職職員員のの給給与与改改定定がが必必要要なな場場合合にに出出さされれるる勧勧告告ののここととでですす。。
今今月月はは、、市市民民のの皆皆ささんんにに理理解解をを深深めめてていいたただだくくたためめ、、市市職職員員のの給給
与与ななどどをを公公表表ししまますす。。

１．人件費の状況 （一般会計平成１５年度決算）

平成１４年度
人件費率

２５．６％
※実質収支歳入歳出差引額から翌年度へ繰り越すべき財源を控除した額 人件費率歳出額に占める人件費の
割合。埼玉県の平成１４年度の人件費率は３８．１％（彩の国だより平成１６年２月号による）

２．職員の平均給料・給与月額と平均年齢の状況 （いずれも４月１日現在）

技 能 労 務 職
平均年齢
４９歳４月
４８歳４月
４７歳９月

技 能 労 務 職
平均年齢
４９歳１月
４７歳９月
４８歳９月
４５歳７月

※一般行政職技能労務職以外で消防職、教諭、企業職員などを除く職員 技能労務職用務員、給食調理員、自動
車運転手など 給与給料に職員手当を加えたもの

５．課長職以上の給料の状況
（平成１６年４月１日現在）

平均給料月額
５１７，２１５円
５０１，０７１円
４７０，４３０円

人件費率
（Ｂ／Ａ）

２５．１％

平均給与月額
４１３，２１４円

３２３，９５０円

平均給与月額
４１２，２７５円

３２１，８２９円
３８８，２６５円

３．職員の構成 （平成１６年４月１日現在）

合計数

１，２７４
１００．０

※その他職員とは、保健師、歯科衛生士、管理栄養士、看護師など

職 名
部 長
次長・参事
課 長

人 件 費（Ｂ）

１０９億２，０４７万１，０００円

その他
職 員

３３
２．６

平均給料月額
３５４，００４円
２９４，４８２円
２８３，３８４円

平均給料月額
３５３，２５２円
２９５，１６０円
２８６，３４０円
３２３，７８７円

４．級別職員数 （平成１６年４月１日現在）

合計数

８９４
３８０
１，２７４
１００．０

保 育
士 等

１３４
１０．５

技 能
労務職

７５
３３
１０８
８．５

公営企
業職員

４３
３．４

一 般 行 政 職
平均年齢
４４歳３月
４３歳２月
４０歳２月

一 般 行 政 職
平均年齢
４３歳８月
４２歳４月
４０歳５月
４２歳６月
４３歳１月
４２歳４月

実 質 収 支

１５億８，８５１万３，０００円

８級
部長

１３
０
１３
１．０

幼稚園
等教員

４６
３．６

７級
参事

２０
１
２１
１．７

平均給与月額
４４７，７２７円

３８１，１１３円

平均給与月額
４４９，２１９円

３８０，８１５円
４４０，２７４円
４５３，３５０円
４４４，１８８円

税 務
職 員

５９
４．６

６級
課長

１０７
１
１０８
８．５

５級
主幹

１３０
３６
１６６
１３．０

歳 出 額（Ａ）

４３５億５，３７９万９，０００円

技 能
労務職

１０８
８．５

４級
主査

２５１
９７
３４８
２７．３

平均給料月額
３７１，３２２円
３６６，６７５円
３２７，５５５円

平均給料月額
３７０，７９８円
３６２，８４５円
３２７，６２３円
３５３，１３３円
３５９，５１６円
３５８，８５２円

消 防
職 員

１７１
１３．４

３級
主任

２１３
１１８
３３１
２６．０

２級
主事

６６
７６
１４２
１１．１

一 般
行政職

６８０
５３．４

１級
主事補

１９
１８
３７
２．９

住民基本台帳人口
（１６．３．３１日現在）

１６０，２００人

平成１６年度

狭 山 市
入 間 市
国

平成１５年度

狭 山 市
入 間 市
国

全国自治体平均
全国市平 均
都道府県平均

構 成
区 分

職員数（人）
構成比（％）

標準的な
職務内容

男
女
計

構成比（％）

職員数
（人）

２



給料
51億2,723万2,000円
（58.7％）

給料
51億2,723万2,000円
（58.7％）

,000
期末勤勉手当
22億4,185万8,000円
（25.7％）

期末勤勉手当
22億4,185万8,000円
（25.7％）

,000
職員手当
13億6,776万6,000円
　　　　 （15.6％）

職員手当
13億6,776万6,000円
　　　　 （15.6％）

６．職員給与費の状況（一般会計１６年度予算）
総額 ８７億３，６８５万６千円
一般会計職員１，１９３人
職員１人当たり７３２万３，４３３円

※１調整手当（平成１６年４月１日現在・１５年度決算）
支給対象職員数 １，２７３人
職員１人当たり平均支給年額 ４４６，８５７円
国の制度（支給率）３％

※２超過勤務手当（平成１５年度決算）
支給総額 ３億１，６３７万４，８８１円
職員１人当たり平均支給年額 ２４６，０１４円

※３特殊勤務手当（平成１６年４月１日現在・１５年度決算）
全体に占める手当支給職員の割合 ３０．６％
職員１人当たり平均支給年額 １２，７６４円
手当の種類 保育手当、清掃作業手当、行路病
人等取扱手当、社会福祉業務手当、保育指導手
当、税務事務手当、土木作業手当、農薬散布手
当、動物園飼育業務手当、用地交渉手当、給食
調理作業手当、汽缶業務作業手当、防疫作業手
当、水道業務手当、消防職員出動手当、廃棄物
処理施設技術管理者業務手当、災害出動手当

問合せ職員課へ 内線３５１２

９．職員の経験年数別
学歴別平均給料月額の状況（平成１６年４月１日現在）

１５年以上
２０年未満

３３４，１４７円
２８９，０６１円

２８０，７３３円

１０年以上
１５年未満

２８３，５４５円
２４２，４５７円

２４３，０１７円

７年以上
１０年未満

２４２，１５０円
２０５，８６７円

０円

経験年数
区 分

大学卒
高校卒
大学卒
高校卒

一 般
行政職

技 能
労務職

８．一般行政職職員の初任給の状況（平成１６年４月１日現在）
高 校 卒

採用２年経過
日の給料額

１６４，１００円
１６１，０００円
１４８，５００円

決定初任給

１４８，５００円
１４８，５００円
１３８，８００円

大 学 卒

採用２年経過
日の給料額

１９０，２００円
１９０，２００円
１８４，４００円

決定初任給

１７７，４００円
１７７，４００円
１７０，７００円

区 分

狭山市
入間市
国

１０．職員給与の状況 （平成１６年４月１日現在）

内 容

職務に応じて、条例で定められた給料表により決定
①配偶者１３，５００円
②配偶者以外２人まで６，０００円
③配偶者以外３人めから５，０００円
給料、管理職手当および扶養手当の１０％
※平成１７年１月１日から９％

①借家等居住者…家賃に応じて支給（最高２７，０００円）
②持ち家居住者…５，０００円
①電車等利用者…運賃相当額（最高５５，０００円）
②車等利用者…通勤距離に応じた額（２，０００円～２２，９００円）
給料の７％～１５％ ※平成１６年１月～平成１７年３月までの

期間、削減措置あり（支給率７～１２％）

正規の勤務時間以外に勤務したときに支給（管理職を除く）
特殊、不快、著しく危険などの業務に従事する職員に対
して支給…１７種類
夜勤手当、宿直手当、休日勤務手当
民間のボーナスに相当する手当…年間４．４月分
①自己都合…最高限度額６０．０月（勤続４５年以上）
②勧奨・定年…最高限度額６０．９９月（勤続３５年以上）

種 類

給 料

扶 養 手 当

調 整 手 当（※１）

住 居 手 当

通 勤 手 当

管 理 職 手 当

超過勤務手当（※２）

特殊勤務手当（※３）

そ の 他

期末勤勉手当

退 職 手 当

毎

月

支

給

実
績
に
応
じ
て
支
給

臨
時
に
支
給

７．特別職の報酬などの状況
（平成１６年４月１日現在）

削減率

△１０％

△４％

△４％

△４％

期末手当の支給割合
６月 ２．１０月分
１２月 ２．３０月分
合計 ４．４０月分

※削減期間平成１６年１月～平成１７年３月

給料報酬月額
９７０，０００円
８７３，０００円
８１５，０００円
７８２，４００円
７５０，０００円
７２０，０００円
７５０，０００円
７２０，０００円
５１０，０００円
４６０，０００円
４５０，０００円
４５０，０００円
４４０，０００円

特別職区分
削減前
削減後
削減前
削減後
削減前
削減後
削減前
削減後

議 長
副 議 長
常 任 委 員 長
議会運営委員長
議 員

市 長

助 役

収入役

教育長

※満１６歳の年度始めから
２２歳の年度末までの子
に５，０００円加算

平成１５年
度に引続

き、１６年度
も市

長・助役・
収入役・教

育長の給
料の削

減と職員
の管理職

手当の引
き下げを

実施して
います。ま

た、平成１
７年１月

１日から
、全職員を

対象に調
整手当

の支給率
を引き下

げます。

広報さやま ２００４．１２．２５号

３


